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⼭形県
⽶沢：絹織物、合繊織物
鶴岡：絹織物
⼭形：ニット

新潟県
⼗⽇町：絹織物
⼩千⾕：⿇織物
栃尾／⾒附：綿織物､合繊織物､ニット
五泉／加茂：ニット

福島県
昭和村：⿇薄地織物
川俣：絹⽩⽣地織物
福島：ニット

栃⽊県
⾜利：絹織物、ﾚｰｽ編物
佐野：綿織物

群⾺県
桐⽣／伊勢崎絹織物、合繊織物

茨城県
結城：絹織物

埼⽟県
川越：綿織物
秩⽗：絹織物、綿織物

東京都
⼋王⼦：絹織物、ニット
墨⽥：ニット
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富⼭県、⽯川県、福井県
絹織物、合繊織物、ニット

⼭梨県
⼤⽉、都留：綿織物
富⼠吉⽥：絹織物、合繊織物

千葉県 ニット
静岡県
遠州：綿織物
天⿓社：ｺｰﾙ天

京都府
丹後／⻄陣：絹織物

滋賀県
⻑浜／⾼島：絹織物

兵庫県
播州：綿織物

岡⼭県、広島県
備中／備後：綿織物(ﾃﾞﾆﾑ)

愛媛県
今治：タオル

⼤阪府 全般

愛知県、岐⾩県
尾州／⽻島：⽑織物
三河／知多：綿織物

和歌⼭県
⾼野⼝：パイル織、ニット
和歌⼭：ニット

全国主要繊維産地（主として洋装⽤⽣地）
●本州、四国に広く所在。縫製企業は岐⾩、東北、九州に多いが全国的に広がる。

出典）2010年度講義資料（東京⼤学、東京⼯業⼤学）から抜粋（作成者︓経済産業省）
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秩⽗織
埼⽟裏絹

信州紬
上⽥紬
飯⽥紬
伊那紬
松本紬
信州友禅

注染ゆかた
遠州⽊綿

郡上紬
有松・鳴海絞
名古屋友禅

松坂⽊綿

秋⽥⼋丈
天鷺ぜんまい紬
秋⽥畦織

置賜紬
⽶沢紬
⻑井紬
⽶琉
⽩鷹御召
⽶織
科布
紅花染

⼗⽇町絣
⼗⽇町明⽯縮
⼩千⾕紬
⼩千⾕縮
越後上布
塩沢紬
本塩沢
五泉［駒絽・⽻⼆重］
科布
⼗⽇町友禅

城端駒絽

加賀友禅
⽜⾸紬
能登上布
⼩松綸⼦

福井⽻⼆重
春江縮緬

近江上布
浜縮緬
秦荘紬京友禅

京⼩紋
京⿅の⼦絞
⻄陣織
丹後縮緬
藤布

丹波布
丹波⽊綿
但⾺縮緬

⼸浜絣
倉吉絣

広瀬絣
出雲織
安来織

注染ゆかた
阿波しじら織
阿波藍染

備後絣
伊予絣

本場⼤島紬

本場⼤島紬
薩摩絣
綾の⼿紬

久留⽶絣
博多織

伊勢崎絣
桐⽣織
群⾺⽻⼆重

本場奄美⼤島紬

琉球紅型
琉球藍型
芭蕉布
琉球絣
⾸⾥織
読⾕⼭花織
久⽶島紬（久⽶島）
宮古上布（宮古島）
宮古織（宮古島）
⼋重⼭上布（⽯垣島・⽵富島）
ミンサー織（⽯垣島・⽵富島）
芭蕉布（⽵富島）
⿇布（⽵富島）
与那国織（与那国島）

津軽刺⼦
南部菱刺
南部裂織

精好仙台平
栗駒正藍染

結城紬
⾜利銘仙

東京染⼩紋
東京友禅
⻑板中形
注染ゆかた
村⼭⼤島紬
多摩織
⻩⼋丈（⼋丈島）
鳶⼋丈（⼋丈島）
⿊⼋丈（⼋丈島）

【出典：きもの⽂化検定公式教本Ⅱ】

優佳良織

南部紫根染
南部茜染

会津⽊綿
会津からむし織
川俣⽻⼆重

結城紬

館⼭唐桟
銚⼦縮

全国織染マップ
●江⼾時代に各藩が財政

⼒強化のために⽀援。
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【全製造業に占める繊維産業の位置づけ】

事業所数 3.0万（2018年） 従業者数 28.4万⼈（2018年） 出荷額 4.0兆円（2018年）

⽇本における繊維産業の位置付け
●繊維産業は全製造業のうち8.6%の事業所数、3.5%の従業員数を占める産業。

8.6% 3.5% 1.２%

データ︓経済産業省「⼯業統計」（全事業所ベース）

製⽷業、紡績業、化学繊
維・ねん⽷等製造業 5.6％

織物業
17.1％

染⾊整理業
7.4％

ニット⽣地
製造業
2.7％

外⾐・シャツ、
下着、その他
繊維製品製
造業等
67.1％

製⽷業、紡績業、化学繊維・
ねん⽷等製造業 8.0％

織物業
8.8％

染⾊整理業
9.0％

ニット⽣地
製造業
1.9％

外⾐・シャツ、
下着、その他
繊維製品製
造業等
72.3％

製⽷業、紡績業、化学繊
維・ねん⽷等製造業
15.0％

織物業
8.5％

染⾊整理業
8.9％

ニット⽣地
製造業
2.7％

外⾐・シャツ、
下着、その他
繊維製品製
造業等
64.9％



我が国繊維産業の構造（概要）
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日本 アメリカ ヨーロッパ

原糸・紡績
糸商
撚糸
糸染・整経
織布
織商
アパレル
アパレル卸
小売

紡績織布

コンバーター

アパレル
（大手アパレルは
直売が多い）

小売

紡績織布
コンバーター
見本市

アパレル

見本市

小売

典型的流通構造の比較

（出典）伊丹敬之「日本の繊維産業　なぜ、これほど弱くなってしまったのか」
　　　　　ＮＴＴ出版　（2001年）

紡 績

織（編）

⽣地卸(産元)

企画(MD)

デザイン

マーチャンダイズ

パターン

縫 製

副 資 材

副資材卸

布地等材料製造

アパレル企画

アパレル製造

⼩ 売 店 消 費 者

Ｓ Ｐ Ａ

※ＳＰＡ：Ｓpeciality store retailer of Ｐrivate
label Ａpparel

●各⼯程ごとに細分化。各々業界構造が異なり、サプライチェーンが⻑い。季節性商品（春夏、秋冬）
●製造部⾨は特定の地域に集中(産地)。⽣地卸(産元、コンバーター)やアパレル企業の企画に基づく委

託⽣産が⼤半(⾃社商品を有さない) 。
●企画(設計)機能を有する企業(産元、コンバーター)の没落、労働集約型産業の縫製業が急速に縮
⼩、SPAの台頭。産地によっては染⾊加⼯業が衰退、消滅し、サプライチェーンが崩壊。
→ 製造部⾨の⾃⽴化（⾃社商品開発、販売）が⻑年の課題

染⾊加⼯

出典）2010年度講義資料（東京⼤学、東京⼯業⼤学）から抜粋（作成者︓経済産業省）
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繊維産業のサプライチェーンの特徴、分析の視点

○川上【合成繊維製造、紡績業】
企業：大企業中心（東レ、帝人、東洋紡等）
特徴：多角化が進展、繊維事業の収益源は非衣料
視点：技術開発力（炭素繊維・アラミド繊維・逆浸透膜等の

新素材開発・用途拡大、非化石原料由来の素材開発等

○川中【染色加工業、織物業】
企業：中小企業中心、日本各地で「産地」を形成（北陸、尾

州、泉州、今治、播州、丹後等）
特徴：収益源は衣料、非衣料への展開が課題
視点：加工技術力、摺り合わせ力（素材メーカーや他工程企

業との摺り合わせ）､異分野との連携力（自動車産業､
電器産業との連携等）、技術伝承力（人材育成）

○川下【縫製業、ニット製品製造業、アパレル】
企業：中小企業中心、アパレルではオンワード樫山、ワール

ド等の大企業も存在
特徴：収益源は衣料、ブランド力強化が課題
視点：ファッション情報発信力(ブランド力、国際展開力)、

環境保護・消費者安全への対応度（リサイクル、偽装
表示、有害物質対策）

○その他【商社（ＯＥＭ、ＯＤＭ生産品の輸入）、ＳＰＡ】
企業：大企業中心（伊藤忠、三菱商事、ユニクロ等）
特徴：収益源は衣料
視点：ファッション情報発信力(ブランド力、国際展開力)、

環境保護・消費者安全への対応度（リサイクル、偽装
表示、有害物質対策）

海外縫製前提ワイシャツの価格構成（例）(2006年）

我が国繊維産業の構造

出典）2010年度講義資料（東京⼤学、東京⼯業⼤学）から抜粋（作成者︓経済産業省）
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１．⽇本の繊維産業の位置づけと構造

２．⽇本の繊維産業の推移

３．繊維業界におけるサステナビリティへの取組み
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⽇本の繊維製造品出荷額

1985年
プラザ合意
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バブルの崩壊

2008年
リーマンショック

1971年
ニクソンショック

1973年
第1次オイルショック

1979年
第2次オイルショック

⽇本の繊維産業の推移（出荷額）
●戦前、⾼度成⻑期:途上国型産業として発展。我が国経済を⽀える中⼼的輸出産業。
●バブル経済までは成⻑。その後急速に衰退(ピークの1/4)。⾜元(2010以降)は横ばいで推移。

作成）⽇本繊維産業連盟、データ）⽇本化学繊維協会「繊維ハンドブック」
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図5. ⽇本の繊維⼯業規模

事業所数
従業者数1985年

プラザ合意
1991年

バブルの崩壊

2008年
リーマンショック

1971年
ニクソンショック

1973年
第1次オイルショック

1979年
第2次オイルショック

●従業者数のピークは６０年代、事業所数のピークは７０年代と出荷額より先にピークアウト。
●バブル経済崩壊以降は、事業所数、従業者数とも急減。減少傾向は継続中。

⽇本の繊維産業の推移（事業所数、従業者数）

作成）⽇本繊維産業連盟、データ）⽇本化学繊維協会「繊維ハンドブック」
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⽇本の繊維産業の推移（⽣産性）
●バブル経済崩壊までは、出荷額の拡⼤とともに⽣産性も上昇（規模の経済︖）
●バブル経済崩壊後、規模縮⼩と⽣産性低下が同時進⾏（労働⽣産性は維持）。
●2010年以降出荷額横ばい＋事業所数・従業員減少続く＝再び⽣産性が上昇。

作成）⽇本繊維産業連盟、データ）⽇本化学繊維協会「繊維ハンドブック」
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●国内のアパレル市場規模は、バブル期の約15兆円から10兆円程度に減少する⼀⽅、供給量は
20億点から40億点程度へと、ほぼ倍増している。（売れ残り、正価販売困難）

●⾐料品の購⼊単価および輸⼊単価は、1991年を基準に６割前後の⽔準に下落。

出典︓経済産業省資料

国内供給量（左軸）
国内市場（右軸）

10.1 10.4
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60.0
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80.0

0.0
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100.0

19
88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

20
00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

⾐料品購⼊単価・輸⼊単価の推移国内アパレル供給量・市場規模の推
移

出典︓購⼊単価=総務省「家計調査」，
輸⼊単価=財務省「貿易統計」よりそれぞれ算出
※1991年を「100」とする

出典︓（国内供給量）経済産業省「⽣産動態統計」、財務省「貿易統計」
（国内市場）⽮野経済研究所「繊維⽩書」 ※呉服・和装品等を含む。

14.7

⽇本の繊維産業の推移（国内⾐料品市場）

100.0

輸⼊単価指数
購⼊単価指数

97.1

85.1
69.0

72.
3 65.8

59.7
53.5 56.9
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輸出額 繊維品輸出額 Ｂ／Ａ（Ａ） （Ｂ）

戦
前
・
戦
中
期

1868 (明治元) 15,553 10,372 66.7%
1877 (明治10) 23,349 10,704 45.8%
1887 (明治20) 52,408 23,976 45.7%
1897 (明治30) 163,135 91,101 55.8%
1907 (明治40) 432,413 229,096 53.0%
1916 (⼤正5) 1,127,468 579,188 51.4%
1926 (⼤正15) 2,044,728 1,481,024 72.4%
1930 (昭和5) 1,469,852 946,268 64.4%
1935 (昭和10) 2,499 1,452 58.1%
1940 (昭和15) 3,656 1,455 39.8%
1945 (昭和20) 388 54 13.9%

戦
後
期

1950 (昭和25) 298,021 137,036 46.0%
1955 (昭和30) 723,816 264,798 36.6%
1960 (昭和35) 1,459,633 430,772 29.5%
1965 (昭和40) 3,042,627 560,331 18.4%
1970 (昭和45) 6,954,367 845,914 12.2%
1975 (昭和50) 16,545,514 1,084,668 6.6%
1980 (昭和55) 29,382,472 1,424,306 4.8%
1985 (昭和60) 41,955,659 1,496,193 3.6%

プ
ラ
ザ
合
意
後

1990 (平成2) 41,456,940 1,041,827 2.5%
1995 (平成7) 41,530,895 836,132 2.0%
2000 (平成12) 51,654,198 915,398 1.8%
2005 (平成17) 65,656,544 748,574 1.1%
2010 (平成22) 67,399,627 610,033 0.9%
2015 (平成27) 75,613,929 985,054 1.3%
2019 (令和元) 76,931,665 885,972 1.2%

単位︓1930年まで1,000円、1935年以降100万円
出典︓新しい繊維産業のあり⽅（(財)通商産業調査会 1977）

内閣府統計局「⽇本の⻑期統計系列」（統計局HP）
財務省貿易統計

●戦前から⾼度経済成⻑期にかけて、繊維産業は我が国を⽀える主⼒輸出産業。ただし、途上国
型産業型競争⼒(低賃⾦による低コスト⽣産＝80年前後、⼀⼈当たりGDP１万ドル超まで）

●プラザ合意(1985)後の急速な円⾼をきっかけに、輸出競争⼒を失い、⼊超に転じた。

⽇本の繊維産業の推移（輸出⼊１）

我が国の輸出総額と繊維品輸出額の推移 ⽇本の繊維貿易

作成）経済産業省、富吉賢⼀

作成）⽇本繊維産業連盟
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●⻑年の厳しい国際競争の中で、⽣き残った素材メーカー等は相応に強いものづくりの地⼒を有す
る。 また、⽣地輸出額は世界的に⾒ても⾼い⽔準にあり、国際競争⼒がある。

●⼀⽅、⾐料品輸出は先進国のなかでも極めて少ない。

出典︓経済産業省資料
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（百億円）
各国⽣地輸出額(2018)
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0%

⽇本 フランス イタリアドイツ 中国 韓国 タイ
（億円）

アメリカ

その他の⼆次製品 3,046 3,628 11,173 5,194 2,495 58,975 3,105 1,731 9,084

製品（⾐料品） 556 14,068 26,320 27,499 10,888 166,560 2,143 2,823 6,078

⽣地 3,163 1,728 3,659 6,882 1,366 62,392 6,279 1,497 2,797

⽷ 1,226 425 1,548 2,471 398 14,504 1,566 944 3,500

原料 1,047 855 1,079 638 963 4,729 2,127 1,131 9,410

炭素繊維 864 559 1,178 90 506 61 219 6 1,391

計 9,902 21,263 44,957 42,772 16,615 307,220 15,438 8,133 32,259

イギリス

主要国における繊維・繊維製品輸出内訳(2018年)

⽇本の繊維産業の推移（輸出⼊２）
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⾐料品の輸出⼊単価

輸⼊
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●国内アパレル市場における輸⼊浸透率は増加し続けており、2019年には98.0％まで増加。
●輸出向け、国内向けとも国産品は⾼価格帯（⾼級ブランド向け）が中⼼。

⽇本の繊維産業の推移（輸出⼊３）

作成）⽇本繊維産業連盟、データ）⽇本化学繊維協会「繊維ハンドブック」

98.0
（2019）

79.0
(2018）
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⽇本の繊維⼯業における賃⾦

全産業
繊維⼯業

2009年以前は30⼈以上の事業所を対象
2010年より5⼈以上の事業所を対象

作成）⽇本繊維産業連盟 データ）⽇本化学繊維協会「繊維ハンドブック」、国税庁「⺠間給与実態統計調査」

●70年代までは平均的な賃⾦⽔準だったが、80年代以降⽐較的低賃⾦（８０年前後に⽇本の
⼀⼈当たりGDPが１万ドルを超える＝真の先進国化）。

●2009以降⼩規模事業所が加わると、全産業平均との格差が広がる。

⽇本の繊維産業の推移（賃⾦）
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作成）⽇本繊維産業連盟 データ）総務省統計局「労働⼒調査」
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●⻑年、⼥性が過半を占め、他の製造業と⽐較して⼥性⽐率が⾼い。
⽇本の繊維産業の推移（男⼥別雇⽤）
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年齢別従業者数⽐率
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繊維⼯業

●他の製造業と⽐較して⾼齢者⽐率が⾼い。
●⾼齢者雇⽤に貢献していると⾔えるが、低賃⾦等のため、若年層の雇⽤がままならないのが現状。

⽇本の繊維産業の推移（年齢別雇⽤）

作成）⽇本繊維産業連盟 データ）総務省統計局「労働⼒調査」



繊維業界の進むべき⽅向
⑴ イノベーションによる新たな価値創造

デジタル⾰命への対応、ブランド価値を⾼めるファッション産業の構築、バリューチェーン化、
新⽤途開発 など

⑵ 新たな価値創造に対応する⼈材の育成
デジタル⼈材育成、ファッション産業⼈材育成 など

⑶ 多⽂化共⽣社会（多様性）への対応
ダイバーシティ推進、外国⼈材の活⽤

⑷ グローバル化の推進 ＝ 海外展開
⑸ サステナビリティへの対応

取引適正化、サーキュラー･エコノミー対応、マイクロプラスチック問題対応 など
⑹ 産官学の連携強化

R&D推進、⾼度⼈材育成 など

⽇本繊維産業連盟の重点事業
⑴ デジタル⾰命への対応 ︓ IoTセミナーの開催 等
⑵ ⼈材の確保 ︓ 技能実習制度の適正運⽤、特定技能制度の導⼊検討
⑶ 海外展開⽀援 ︓ ⽀援ネットワークづくり
⑷ サステナビリティへの対応 ︓ 取引適正化(⾃主⾏動計画のフォロー等)、情報収集、提供

出典）2030年にあるべき繊維業界への提⾔(2020年1⽉ ⽇本繊維産業連盟）
http://www.jtf-net.com/news/PDF/200303_2030Teigen_Rev..pdf

令和時代の繊維産業の⽅向性（⽇本繊維産業連盟︓提⾔２０３０）

19
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（補論）Covid-19の繊維産業に与える影響（データ）

データ）経済産業省「鉱⼯業指数（季調済指数︓⽣産 2015=100）」

繊維⼯業の⽣産動向
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鉱⼯業 繊維⼯業
繊維 織物
染⾊整理 繊維製品・粗製品

●鉱⼯業全体の底は緊急事態宣⾔下の昨年５⽉だが、繊維⼯業は昨年8⽉が底。
●繊維製品のみメディカル需要（マスク、医療⽤ガウン等）のため6⽉以降急速に⽣産が戻る。
●８⽉以降の回復の動きが鈍く、⾜元は第３波の影響も加わる。
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百貨店・スーパーにおける⾐料品販売額の推移（⽉次）

スーパー
百貨店
前年同⽉⽐
⼩売販売総額前年同⽉⽐

2019
21データ）経済産業省「商業動態統計」

●百貨店・スーパーの総販売額は昨年4、5⽉の緊急事態宣⾔時及び第2派の影響を受けた9⽉は
前年⽐マイナスだったが、それ以外は前年超。巣ごもり需要によるものとみられる。

●⾐料品販売額は昨年の緊急事態宣⾔解除後、マイナス幅が縮⼩したものの、前年よりも減少し
たまま推移。

（補論）Covid-19の繊維産業に与える影響（データ）

2020



22データ）経済産業省「商業動態統計」

●⼩売業全体で⾒ても同様の傾向。
（補論）Covid-19の繊維産業に与える影響（データ）
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（補論）Covid-19の繊維産業に与える影響（アンケート）
川下（アパレル）︓コロナ禍が直撃。影響脱却には少なくとも１年必要。

●昨年４、５⽉の緊急事態宣⾔期間中、売上は軒並み8~９割減。
●⼀⽅で、⽀出は減らない（家賃、⼈件費、商品調達）
●季節性商品のため、売残り品は2021春まで不良在庫化（キャッシュ化できず経営を圧迫）。

→早くても今春まで業績が戻る可能性はない。不良在庫を抱え、2021春夏まで発注減。⽣活
様式の変容もあり、影響がさらに⻑期化するおそれ。

→⾚字倒産のみならず、キャッシュフロー倒産のおそれ。
川中（織布、ニット、染⾊加⼯、縫製）︓６⽉以降アパレルの影響が波及

●５⽉までは、春夏の追加受注残で安定操業（２割減程度）できた事業所が多い（雇調⾦の
対象外となる事業所多数）。

●６⽉以降、 2020秋冬、2021春夏の発注が減少・キャンセルされ、操業率⼤幅低下（半減以
上多数）。

●８⽉に底を打ったものの、発注元のアパレルの業況悪化（上述）から受注回復のめどが⽴ってお
らず、回復の⾜取りは鈍い。少なくとも今年度は状況悪化のまま。来年度もアパレルの回復次第。

川上（化繊、紡績等）︓影響はあるが川下、川中と⽐較して⼩さい。
●⾐料品向けは川中の操業率低下に伴い、⼤幅な減収減益。
●売上げに占める繊維部⾨⽐率が⼩さいこと、繊維部⾨の売上げの⼤半が産業資材であること、か

ら、個々の企業への影響は川下、川上ほど⼤きくない。
©⽇本繊維産業連盟 2021
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１．⽇本の繊維産業の位置づけと構造

２．⽇本の繊維産業の推移

３．繊維業界におけるサステナビリティへの取組み



環境(Environment)
◆CO2削減に向けた取組み：個社ベースでの取組

製造現場 CO2フリー発電の活⽤
CO2排出量の少ない燃料への転換(ガス化)
バイオマスボイラーの導⼊
⼯場で発⽣した蒸気の再利⽤
モーダルシフトへの転換(船舶、鉄道利⽤への転換)

事務所 屋上緑化、空調機器の設定温度の徹底、照明のLED化

＜中⼩企業における取組例＞縫製業A社
灯油⽤ボイラーから都市ガス⽤ボイラーに変更しCO2を約40%削減を実現。

主な⽣産品⽬；紳⼠ジャケット・パンツ
従業員30名、⽯川県内に2⼯場保有

25
©⽇本繊維産業連盟 2021



協 業

使⽤済みナイロン漁網のリサイクルシステム

廃棄物の削減への取組み例
〇製網業界 使⽤済みナイロン漁網のリサイクル（下図参照）
○化学繊維業界 持続可能性WGを設置、業界としての繊維リサイクルの今後の

取組について議論、整理
〇⽺⽑業界 廃棄⾷⽤⽺⽑の活⽤
〇ユニフォーム業界 3Rアクションプランを作成 → 再⽣PET品の普及促進
〇インナー業界 ハンガーの再利⽤、

不要ブラジャーを店舗で回収しPRF(固形燃料)化

ニチモウ
（⽇本製網⼯業組合）

会
員
企
業

リファインバース㈱
⼀宮⼯場

買取り

⾃動⾞、家
電、アパレル
向け

2019.7〜
これまで200トン
の使⽤済漁網を回
収・リサイクル

海洋プラスチック（繊維屑）問題への取組み（化学繊維業界）

会
員
企
業

会
員
企
業

会
員
企
業

26
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廃ロープ

エアバッグ
端材

再⽣ナイロン



◆排⽔処理の取り組み
微⽣物の利⽤、汚泥をバーク堆肥にして再⽣利⽤

繊維染色排水のリサイクルから
生まれたセラミックス素材

空気を抱える無数の微細な「孔」。
シンプルな構造で人と環境に優しい素材です。

＜⼩松マテーレ㈱ ホームページより＞

27
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社会(Social)
労働環境の整備

働き⽅改⾰ ワークライフバランスの実現

外国⼈技能実習⽣
適正な労働環境の整備並びに⼈権保護の遵守の徹底

→ 繊維産業技能実習事業協議会を通じて業界全体で取組みを推進

⾼齢者の活⽤
70歳までの雇⽤継続に向けた取組みを促進 働きやすい職場作り

⼥性活躍の推進
仕事と育児・介護が両⽴できる職場作り

障がい者の受け⼊れ
雇⽤促進、特別⽀援学級の職場実習の受け⼊れ

28
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地域社会との交流

○⾐料品、寝装品などの⾃社回収

○⾃治体と災害時における物資⽀援協定の締結

○地元⼩・中学、⾼校、短⼤⽣の⼯場⾒学の受け⼊れ

○職業訓練校と連携し、訓練⽣による職場⾒学

○児童養護施設との交流、ワークショップの開催

○地域における各種イベントへの参加、⽂化⾏事等への後援

○発展途上国の教育、職業訓練などのシステム構築（売上の⼀部充当）

29
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◆取引適正化に向けた業界横断的な取組み
⼩売と卸売との取引契約書のひな型を開発（繊維産業流通構造改⾰推進協議会）
「経営トップ合同会議」⽴上げ（同協議会）

アパレルと流通の間の適正取引に向けた取組みスタート
アパレルとテキスタイルとの取引契約書のひな型を開発
「TAプロジェクト取引ガイドライン第１版」策定（同協議会）

「副資材、ニット製品、製品、ユニフォーム商品等に関する取引ガイドライ
ン」、

「間接取引に係る取決め」「品質問題に関する取決め」を2006年にかけて追加
「TAプロジェクト取引ガイドライン」に基づく聴き取り調査開始（同協議会）

（実施状況を確認）
「TAプロジェクト取引ガイドライン第２版」策定（同協議会）

相互の責任やリスクとリターン、役割と機能を明確化
「繊維産業の適正取引の推進と⽣産性･付加価値向上に向けた⾃主⾏動計画」策定

（⽇本繊維産業連盟／同協議会）
「繊維産業技能実習事業協議会」⽴上げ(３⽉)（経済産業省／⽇本繊維産業連

盟）
 「繊維産業における外国⼈技能実習の適正な実施のための取組」公表(６⽉)
「TAプロジェクト取引ガイドライン第３版」策定（同協議会）

「縫製業に関するガイドライン」､「染⾊加⼯での⽣機に関する取決め」を追加

2003(H15)

2004(H16)

2006(H18)

2007(H19)

2017(H29)

2018(H30)

2019(H31)

企業統治(Governance)

2000(H12)
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取引適正化に向けた最近の取組み
○取引ガイドライン（2004(H16)年策定、⼆度改訂）

・会員企業への周知：説明会開催（平成31年〜令和2年 計11回）
・実施状況の聴き取り調査： 平成18年から毎年(15回)実施

令和2年は7〜9⽉に計79社で実施
○⾃主⾏動計画（2017(H29)年策定）

毎年、実施状況のアンケート調査（中政審取引問題⼩委員会に報告）
令和2年 全48問、685社から回答

ヒアリング、アンケートの主な質問項⽬（共通）
① 契約書などの書⾯化の進捗状況について
②「歩引き」取引の廃⽌について
③ 決済期⽇の短縮、⼿形取引の実情について 他

 コーポレートガバナンス
○上場企業 「コーポレートガバナンスコード」に則った取り組み
○中⼩・⼩規模企業 各社の判断で実施

安全や健康に配慮した職場環境と従業員⽀援
関連法規の遵守やコンプライアンス
適切な企業統治と情報開⽰
信頼に基づいた取引先との関係
誠実な消費者対応
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ありがとうございました


